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留学生指導・相談担当者の資質・能力に関する研究
― 業務遂行に影響を与える規定要因を中心に ―
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The Competence of International Student Advisers
― Elements which impact on their performance ―

Jianxiu Pan

Abstract: The purpose of this study is to investigate the competence-structure of 
international student advisers in order to determine the elements that impact on their 
performance.　Questionnaires were sent out to 400 international student advisers at 
national, public and private universities having more than 50 international students in 
Japan.　The survey was conducted from July 18th to August 31st 2006.　169 advisers 
responded to the questionnaires.　Factor analysis and multiple linear regression analysis 
were adopted in order to determine elements which influence the performance of each 
international student adviser.　From the categories “skill”, “knowledge”, “experience” and 
“attitude”, nine factors were found through factor analysis.　These nine factors were 
added to the attributes of the international student advisers in order to carry out multiple 
linear regression analysis.　The results showed three positive and significant elements 
which contribute to the performance of advisers: “years advising”, “understanding ability” 
and “the knowledge of international student background”.　It was further revealed that 
advisers who have elements of “experience of working abroad” and “problem-solving 
experience” tend to have low self-evaluation.
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１．はじめに

　本研究の目的は，留学生指導・相談担当者を対象と
して実施した質問紙調査の内容分析を通して，留学生
指導・相談担当者の業務遂行に影響を与える資質・能
力の構造を明確することにある。
　中央教育審議会による答申「新たな留学生政策の展
開について」（2003）では，国際化に対応した教員や
職員の採用と外国語運用能力の向上が主張され，「日
本人教員の採用の際に，豊富な留学経験や海外での活
躍の実績を加味することが望まれ，国際交流業務の専
門家を養成し，各大学等における受け入れ体制の質を

高める」1）ことが求められた。しかし，専門性の向上
や専門家の養成についての具体的な内容までは踏み込
まれていない。さらに，横田らによって行われた全国
４年制大学の国際化と留学交流に関する調査報告
（2006）によれば，９割近くの大学が国際教育交流専
門職を育成することの重要性を感じている。しかしな
がら，留学生担当者の専門性の向上や専門家の養成を
重要視すべきであることが提言されているだけで，そ
の具体策については十分に触れられていない。これま
で，国際交流が専門的な領域であることが文部科学省
にも大学執行部にも明確には認められず，専門員が養
成されてこなかった2）。このような文脈においては，
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留学生指導・相談担当者の専門性として，具体的にど
のような資質・能力が求められるのかを解明する必要
があるといえよう。従って，このようの留学生指導・
相談者の専門性の向上のためには，まず留学生指導・
相談者に必要な資質・能力を実証的に明らかにする必
要がある。
　日本における留学生担当者に関する研究は，留学生
に対する教育の内容や方法，受入れ，卒業（学位取得），
生活面（宿舎，経済援助，文化適応，日本人との交流
など）を中心に取り扱われることが多く，教育指導の
唯一特殊な分野としての日本語教育がその重要なテー
マとして広く認識されているにすぎない。特に，留学
生担当者をテーマとして扱った多くの著作，論文，調
査・報告などから，留学生担当者の資質・能力に着目
する研究の数が多くはないことがわかる。留学生担当
者の資質・能力に関連する代表的な研究を挙げると，
理論・考察研究（試験的推測研究），事例研究及び量
的実証研究の三種類に分けられる。
　理論・考察研究（試験的推測研究）としては，横田
（1990），白土（1993）の研究が挙げられる。横田（1990）
は，事務官としての国際交流アドバイザーに必要とさ
れる資質・能力として，「国際交流に関する委員会や
教授会で積極的に発言すること，また留学経験や異文
化におけるカウンセリングの知識」を挙げている。 
白土（1993）は，留学生指導・相談担当者の資質・能
力として，「情熱，異文化間コミュニケーションの技能，
留学生の適応過程の理論やその他の既存の学問分野の
知識」を挙げている。特に学問分野の知識については，
「留学生受け入れ国と送り出し国の理念と制度および
歴史的関係，留学のプッシュ要因・プル要因の理論，
カウンセリングの理論と技能，神経症・精神病に関す
る知識など」が重要であると指摘している。
　事例研究にはアルセン（1999）の研究が挙げられる。
アルセンは，『留学生アドバイザーという仕事』にお
いて，留学生アドバイザーに求められる資質・知識お
よびスキルについて言及している。資質については，
知性，忍耐力，価値判断を押し付けない態度など10項
目が挙げられている。知識については，自己認識，大
学，地域に関する知識など，11項目が挙げられている。
スキル（能力）については，コミュニケーション能力，
事務管理能力，カウンセリングなど，５項目が挙げら
れている。
　量的実証研究には， 白土・権藤 （1991）， 富田・渡邉
（1998）の研究が挙げられる。白土・権藤（1991）の
研究は，留学生の修学・生活指導に直接関与している
指導教授と担当職員を対象に実施した質問紙調査であ
る。その結果によれば，事務職員の外国語能力の向上，

留学生業務への興味関心度は85.4％と非常に高いが，
留学生業務への適性度に関して，「大変適している」
という回答は，11.5％と低いものであった。さらに留
学生とのコミュニケーション・ギャップを感じたこと
があるものは56.9％と半数を超えた。その原因として
「日本語力」の問題を指摘した回答者が最も多く，次
いで「文化的違い」の問題を取り上げた回答者が多い
ことが，自由記述によって明らかになっている。
　富田・渡邉による留学生担当者を対象とする調査
は，必要とされる知識，能力，実務及び研修プログラ
ムを扱った数少ない調査研究のひとつである。調査対
象とした JAFSA（国際教育交流協議会）会員167名
の回答から，次のような結果を得ている。留学生担当
者に必要とされる知識としては，学術関連（12項目），
法律・制度関連（７項目），政策・社会情勢関連（６
項目）についての知識（総計25項目）が挙げられ，ま
た留学生担当者に必要とされる能力としては，文書作
成能力，情報提供・アドバイス力，情報収集・処理能
力など17項目が抽出されている。しかしながら，この
調査はデータの単純集計に留まるものであり，変数間
の関係やその影響の大きさなどが明らかになっていな
い。
　以上のことから，これまでの先行研究は，必要とさ
れる能力，望ましい能力を解明しようと試みたもので
あり，実際の資質・能力については，扱っていない。
必要とされる能力・望ましい能力についても，客観的
な根拠の提示が十分でない，あるいは十分な実証的分
析が行われていないといった問題があることが明らか
になった。また，いずれもデータが取られてから時間
が経過しており，その後の留学生をめぐる状況は，大
きく変わっている。そこで，本研究では，以上の先行
研究を踏まえて，日本における留学生指導・相談担当
者の業務遂行に影響を与える資質・能力の構造を実証
的に解明したい。

２．調査の方法

　2006年７月18日から８月31日の間に，全国の国公私
立の大学における留学生指導・相談担当者を対象に質
問紙調査「留学生指導・相談を担当する教職員に関す
る意見調査」を行った。調査対象は，『留学交流執務
ハンドブック（平成15年度版）』に掲載されている国
立・公立・私立の留学生センター・国際交流セン
ター，留学生課，留学生関係の部署を中心とした大学
の教職員である。国立大学については，留学生セン
ター・国際交流センターに留学生指導・相談部門があ
るため，所属する具体的な教員宛てに調査票を送付し
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た。それに対して，公立・私立大学については，各部
局の「留学生指導・相談担当者殿」宛てに調査票を送
付した。
　質問紙の質問項目は，①留学生指導・相談を行うに
当たって，必要と考える能力及び自身が有していると
考えている能力に関して21項目，②留学生指導・相談
を行うに当たって，必要と考えている知識及び自身が
有していると考えている知識に関して11項目，③留学
生指導・相談を担当する教職員がとるべき態度・姿勢
及び自身がとっている態度に関して16項目，④留学生
指導・相談を行うに当たって，留学生担当者に必要と
思われる経験及び自身の経験に関して31項目からな
る。なお，④の「自身の経験」をある・なしで回答を
求め，それ以外は４件法を用いている。
　これまで，留学生指導・相談担当者の専門性につい
ての先行研究では，知識，能力，スキルという観点か
ら説明されてきた。一般的に職業としての能力とは，
知識や技能がイメージされるが，職務を遂行するとき
の能力とは，経験や意欲も大きな影響を与える。留学
生指導・相談担当者の専門性を高めるための特別な養
成プログラムがない状況では，個人の経験に依存する
部分が大きいと考える。また，担当者の態度は留学生
指導を左右する。態度形成には価値観，感情，認識な
どにより担当者の「資質」に大きく影響する（白土悟，

1993：75）。留学生指導・相談者の公募文書から大学
側が採用する際に態度が非常に重視されていることが
うかがえる（潘，2006：166）。そこで，本調査では知
識，能力（スキル）に態度と経験を加えた。
　調査票作成のための予備調査として，Ａ大学の留学
生指導・相談担当者（４名）に対して，留学生指導相
談担当者になるために必要と考える資質・能力，知識，
経験，態度及び自分自身が有している資質・能力，知
識，経験，態度についてインタビュー調査を行った。
そして，インタビュー調査の結果及び留学生指導・相
談担当者の資質・能力に関する先行研究を検討したう
えで項目を設定し，調査票を作成した。調査票は郵送
形式で，返信用封筒，結果希望者のタグシールをまと
めて郵送し，回答を返送してもらった。質問紙調査票
は国立と公私立を合わせて400部を配布し（国立195部，
公私立205部），有効回収数は国立67部，公私立102部
であり，回収率は42.3％である3）。回答者の基本属性
については，表１の通りである。

３．分析結果

　留学生指導・相談に関して，総合的な自己評価とし
て，「非常にうまく対応している」「うまく対応してい
る」「うまく対応できていない」「まったくうまく対応

表１　回答者の基本属性　（左：実数，右：％）　N = 169
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できていない」と４段階評価で回答を求めた。「非常
にうまく対応している」と答えた人は８名で全体の
4.7％，「うまく対応している」と答えた人は115名で
68.0％，「うまく対応できていない」と答えた人は31
名で全体の18.3％を占めている。「非常にうまく対応
している」と「うまく対応している」と回答した者を
合わせて72.7％である。このような指導・相談担当者
の業務遂行に影響を与える要因は何であろうか。規定
要因を検証するためにまず因子構造を探る必要があ
る。次に分析して得た因子と属性を加えて業務遂行の
ための規定要因を分析したい。
3-1　因子構造
　はじめに留学生指導・相談担当者が有する「能力」
「知識」「態度」及び「経験」の因子を取り出すために，
有効回答数169名分のデータを SPSS （ver12.0）を用
いて因子分析を行った。因子抽出には主因子法で，回
転法はKaiser の正規化を伴うバリマックス法を用い
た。
3-1-1　「能力」の因子構造
　「能力」について21項目を主因子法で分析した結果，
４つの因子が抽出された。それを直交回転した結果，
表２の結果が得られた。回転後の固有値の値を見ると，
因子Ⅲと因子Ⅳの間に大きな開きがあるため，因子Ⅲ
までを採用した。回転後の因子の行列の結果は，表２

の通りである。
　第１因子（Ⅰ）には，「相手の気持ちを理解する力」
「時間を共有し，傾聴する力」「カウンセリング能力」
などの８項目に高い因子負荷量がみられることから，
「理解し聴く能力」と命名した。第２因子（Ⅱ）には，
「プレゼンテーション力」「ネットワーキング力」「文
章力」などの７項目に高い負荷量がみられることから，
「分析し，伝達する能力」と命名した。第３因子（Ⅲ）
には，「提言する力」「行動力」「決断力」の３項目に
高い負荷量がみられることから，「留学生のために活
動をする力」と命名した。
3-1-2　「知識」の因子構造
　「知識」について11項目を主因子法で分析した結果，
２つの因子が抽出された。回転後の因子の行列の結果
は，表３の通りである。
　第１因子（Ⅰ）には，「外部団体に関する情報」「他
大学の留学生指導・相談体制に関する情報」「地域の
自治体，支援団体，宗教団体，企業，慈善団体等に関
する知識」などの６項目に高い因子負荷量がみられる
ことから，「留学生支援に関する知識」と命名した。
第２因子（Ⅱ）には，「留学生の出身国・地域と日本
との関係に関する知識」「世界の情勢に関する知識」「留
学生の教育的文化的背景，留学生の直面する課題に関
する知識」などの５項目に高い因子負荷量がみられる

表２　「能力」の因子分析結果　（バリマックス回転後）
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ことから，「留学生の背景に関する知識」と命名した。
3-1-3　「態度」の因子構造
　「態度」について16項目を主因子法で分析した結果，
４つの因子が抽出された。それを直交回転した結果，
表４の結果が得られた。回転後の固有値の値を見ると，
因子Ⅱと因子Ⅲの間に大きな開きがあるため，因子Ⅱ
までを採用した。回転後の因子の行列の結果は，表４
の通りである
　第１因子（Ⅰ）には，「寛容な態度」「異文化への興
味・関心」「社交的な態度」などの９項目に高い因子
負荷量がみられることから，「共感的な態度」と命名
した。第２因子（Ⅱ）には，「公平に接する態度」「偏
見を持たず，ステレオタイプ化しない態度」「価値判

断を押し付けない態度」「中立的な態度」の４項目に
高い因子負荷量がみられることから，「公平な態度」
と命名した。
3-1-4　「経験」の因子構造
　「経験」について31項目を主因子法で分析した結果，
８つの因子が抽出された。それを直交回転した結果，
表５の結果が得られた。回転後の固有値の値を見ると，
因子Ⅱと因子Ⅲの間に大きな開きがあるため，因子Ⅱ
までを採用した。回転後の因子の行列の結果は，表５
の通りである。
　第１因子（Ⅰ）には，「留学生や外国人とのパーティ
や行事に参加した経験」「留学生の友達がいた（いる）」
「短期留学の経験」などの９項目に高い因子負荷量が

表３　「知識」の因子分析結果　（バリマックス回転後）

表４　「態度」の因子分析結果　（バリマックス回転後）
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みられた。これは，留学生（外国人）と関わる環境の
中で身をおいたことがある経験を表す因子で「異文化
体験」と命名した。第２因子（Ⅱ）には，「留学生の
交通事故の対処に対応する経験」「留学生のオリエン
テーションを行う経験」「留学生のために大学の部局
とのやり取りした経験」などの７項目に高い因子負荷
量がみられることから，「面倒な仕事に従事した経験」
と命名した。
3-2　規定要因に関する分析
　どのような要因，属性が総合的な自己評価に影響を
与えているかを明らかにするために重回帰分析を行っ
た。以下では，「留学生指導・相談に関する総合的な
自己評価」を従属変数とし，属性に加えて，「能力」「知
識」「経験」および「態度」から得た因子の得点を独

立変数とした重回帰分析を行い，留学生担当者に影響
を与える要因を検証したい。分析に使用した変数は，
表６の通りである。
　総合的な自己評価に影響を与える要因は表７の通り
である。Model Ⅰは「能力」「知識」「経験」および「態
度」の９つの因子のみを独立変数としてステップワイ
ズ法で分析を行った。その結果，「留学生指導・相談
に関する総合的な自己評価」に影響を与える因子は「理
解し聴く能力」，「留学生の背景にある文化に関する知
識」，「面倒な仕事に従事した経験」であった。
　Model Ⅱは，Model Ⅰで出た影響がある因子「理
解し聴く能力」「留学生の背景にある文化に関する知
識」「面倒な仕事に従事した経験」に加えて，性別，
年齢，留学生指導・相談の経験年数，留学・海外就労

表５　「経験」の因子分析結果　（バリマックス回転後）
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表６　重回帰分析に用いた変数

表７　留学生指導・相談担当者の自己評価の規定要因に関する重回帰分析

***p<0.001 **p<0.01 *p<0.05

経験といった基本属性を独立変数として強制投入法で
分析を行った結果である。「留学生指導・相談に関す
る総合的な自己評価」に影響を与える要因は，Model
Ⅰで出た「理解し聴く能力」と「留学生の背景にある
文化に関する知識」に加えて，「留学生指導・相談の
経験年数」と「海外就労」が有意な影響を与えている
ことが明らかになった。各独立変数間の関係により
Model Ⅰで有意であった「面倒な仕事に従事した経験」
は有意ではなくなった。「理解し聴く能力」「留学生の
背景にある文化に関する知識」と「留学生指導・相談
の経験年数」に正の影響がみられ，一方「海外就労」
に負の影響がみられる。
　留学生指導・相談担当者の総合的な自己評価には，
性別と年齢と特に関係ないことが分かった。また，一
般的には，留学生の気持ちを理解できるという意味で，
留学経験があったほうがいいと考えがあるが，今回の

統計結果からには，特に影響が見られないことが分
かった。
　その他，海外就労経験者は41名で，全体の24.3％し
かなかったが，海外就労経験があれば，総合的な自己
評価は低いことがわかった。それは，海外で就労した
留学生指導・相談担当者ほど専門的知識体系のなさ
や，能力に対する不足感を感じているからと考えられ
る。

４．考　察

　以上，留学生指導・相談担当者の質問調査を通して，
現在の留学生指導・相談担当者の資質・能力の構造を
分析してきた。最後に，これらの調査結果をまとめ，
若干の考察を加えたい。
　まず，留学生指導・相談担当者自身が有する「能力」，
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「知識」，「態度」，及び「経験」に関して，因子分析を
行ったところ，９つの因子を抽出することができた。
これらの９つの因子は，現在の留学生指導・相談担当
者の資質・能力を表すものであり，現在の日本の「留
学生指導・相談担当者」の特徴と捉えることができ
る。本研究では，これらの現状を考察した結果を踏ま
え，さらに重回帰分析により，自己評価に影響を及ぼ
す因子・属性を抽出しようと試みた。その結果，留学
生指導・相談担当者自身の自己評価に正の影響を与え
る要因として，「留学生指導・相談の経験年数」，「理
解し聴く能力」，「留学生の背景に関する知識」が抽出
され，一方で負の影響を与える要因として「海外就労
経験」が抽出された。これらの結果より，留学生指導・
相談担当者の業務遂行に影響を与える資質・能力構造
の特徴および今後の研究課題に関して，以下の三点を
指摘したい。
　まず一点目として，自己評価に正の影響を与える「理
解し聴く能力」および「留学生の背景に関する知識」
の規定要因から，担当留学生の深い理解と彼らを受容
する能力の存在を指摘できる。つまり，相談・指導を
分離して考えるのであれば，相談に傾倒する能力であ
り，特に相手を受容するという意味においてカウンセ
リングを行う能力の重要性を確認できよう。さらに担
当留学生の深い理解という点に関して言えば，「留学
生指導・相談の経験年数」も大きく関わる。経験年数
が多ければ，必然的に担当する留学生の数は多くなり，
その結果，多様な国・地域からの留学生，様々な文化
的背景を有した留学生への対応という経験は多くなる
と予想される。そして結果的に，彼らの有している経
験から，日本に来る留学生への理解が深まっていくと
考えられよう。ただし，この点に関しては，具体的に
経験の内容やその内容に応じた経験の期間に関しての
分析が不足しているので，今後の課題となる。
　二点目は，上述の「留学生指導・相談の経験年数」
のもう一つの側面である。経験年数が，自己評価に正
の影響を与える結果は，この業務に関するスキルや能
力が実践から育まれることを意味していよう。つまり，
留学生指導・相談担当者の能力として，実践から学ぶ
「実践知」の有ることがわかる。ただし，これらの実
践知は，いわゆる「暗黙知」として存在しているもの
であろう。そのため，具体的にその実践知が何を意味
しているのか，そしてどのようにそれを身につけるの
かといったことを論じるには，より詳細な質的調査が
必要となる。
　三点目は，「留学経験」が留学生指導・担当者の業
務遂行に，影響を及ぼしていないという点である。一
般的には，「留学生の気持ちを理解できる」という意

味で，留学経験があったほうがいいと考えがちであろ
う。事実，留学経験を公募で求める大学も少なくない。
しかし，本調査の結果からその仮定を裏づける証拠を
得ることはできなかった。これは，担当者自身が過去
に留学生として感じた経験が，必ずしも指導・相談の
場において役立つものではないということである。す
なわち，日本の留学生担当・相談担当者には「日本に
来る留学生」への対応が求められているのであり，結
果的に「日本から外国へいった留学生」という経験が
必ずしも有用なものになるとは限らないわけである。
ただし，この点に関しても，具体的な経験の中身によっ
ては，異なった結果を得られる可能性があることから，
引き続き検討しなければならない課題である。
　また，「面倒な仕事に従事した経験」について，
Model ⅠとModel Ⅱに差があるということの原因を
今後さらに詳細にインタビューなどを行うことで解明
する必要もあろう。さらに本稿では，教員と職員との
違いを区別せずに，共通として求められる資質・能力
の構造要因を明らかにしたが，教員と職員を分けて考
える資質・能力の構造の分析も必要である。このよう
に留学生指導・相談担当者の能力・資質構造の解明に
は，課題が山積みである。しかし，本稿では，現在の
日本の留学生指導・相談担当者の資質・能力の特徴を
因子分析により明らかにできた。そして，留学生指導・
相談担当者の業務遂行に影響を与える資質・能力構造
の一端を描き出すことができた。これらの成果を踏ま
えた上で，今後の課題に対応していきたい。

【注】

１）中央教育審議会「新たな留学生政策の展開につい
て～留学生交流の拡大と質の向上を目指して～」平
成15年12月16日。
２）横田雅弘（代表）『留学生交流の将来予測に関す
る調査研究』平成18年度文部科学省先導的大学改革
推進経費，2007年，103頁。
３）国立大学は34.4％，私立大学は49.8％を回収した。
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